
 ７月以降急増し、９月末日現在で２０人と前
年同期と比べ２人増加しています。 

転倒災害防止 

事故の型 件数  ％ 

事業場内における転倒災害 20 25 

自転車使用時における転倒・交通事故 15 19 

動作の反動・無理な動作による負傷災害 
（災害性の腰痛を除く） 

13 16 

災害性の腰痛 10 13 

激突災害 8 10 

事故の型別発生ワースト５ 
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平成25年 26年 27年 28年 

１ 死亡者数累計の推移 

建設業における労働災害防止活動の取組状況アンケート結果によると労働災
害の発生割合が低い店社ほど、下の３つの取組が積極的に行われていること
が分かりました。労働災害防止のために取組をお願いします。 

平成２５年以降発生７９件の内訳 

事業場内での「滑り」等によ
る転倒災害が全体の２５％を
占めています。 
 また、自転車を使用して移
動中の転倒、介助中での動作
の反動や無理な動作を原因と
した捻挫や災害性腰痛が多く
発生しています。 

平成29年1０月作成 王子労働基準監督署  

このリーフレットの内容についてのお問合せは、王子労働基準監督署第二方面までお願い
します。 ☎03（6679）0186 

○都内における建設業労働災害発生状況 

 安全管理者等の選任義務が無い業種の事業場における労働災害が
増加していることから、事業場での安全管理体制を充実させること
を目的に「労働安全衛生法施行令第２条第３号に掲げる業種におけ
る安全推進者の配置等に係るガイドライン」が示されました。 
 常時使用する労働者が10人以上の事業場について、１人以上、
「安全推進者」の配置をお願いします。 
 
 

安全の担当者＝「安全推進者」を配置しましょう 

もっと詳しく！ 安全衛生情報センター 安全推進者配置 ガイドライン 検索 

安全推進者の活動内容 
 

１   職場環境及び作業方 
 法の改善に関すること 
 
２ 労働者の安全意識の 
 啓発及び安全教育に関 
 すること 

36 

108 

180 

265 
336 

429 

519 
595 

691 

40 
107 

181 
279 

369 
466 

576 
696 
790 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

28年 
29年 

1 

4 
6 

7 

9 

10 
11 

13 

18 

2 

3 5 

7 

8 

9 

13 

19 
20 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

28年 

29年 

１ 職長等に対する定期的な再教育の実施 
２ リスクアセスメント結果の定期的な見直し 
  （リスクレベルの再評価） 
３ 災害原因及び再発防止結果の関係請負人を含めた労働 
  者全員への周知 

休業４日以上の死傷者累計の推移 

○労働災害防止活動の重点実施事項 

労働災害増加を抑止するため
に、店社・作業所においては、
下の○の事項を重点に労働災害
防止活動の強化をお願いしま
す。 

詳しくは裏面 

（人） 

（人） 

２人増！ ９９人増！ 

建設業における労働災害防止活動の取組状況アンケート 平成29年7月実施 
内容：①東京労働局労働災害防止計画の建設業の取組事項についての進捗状況 
    ②建設業店社における安全衛生活動の実施状況 
対象：東京都内に店社等を置く建設業100社対象 東京労働局 建設 アンケート 検索 

９月末日現在で７９０人と前年同期と比べて９９
人増加しています。 

死亡者累計の推移 
（人） 



概 要 起因物 年齢 経験 

床が水で濡れているのに気付か
ずに、足を踏み入れ転倒 

作業床 ５０歳代 
５年以上 
１０年未満 

利用者宅の階段で足を滑らせて
転倒 

階段 ６０歳代 
５年以上 
１０年未満 

通用口で防火扉に躓いて転倒 
通路 ５０歳代 

５年以上 
１０年未満 

転倒災害防止 

１ 職長等に対する定期的な再教育の実施 

災害事例 
「滑り」、「つまづき」、「踏み外し」が典型的な発生パターンです。また、両手荷物持ちや、足元が暗い
等、ちょっとしたことが原因でも発生します。 

災害防止のポイント 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・ 概 要 年齢 経験 

交差点を横断中、右方から進入した自動車
と接触した 

４０歳代 
１年以上 
５年未満 

雨で濡れた路面を走行中、側溝の蓋で横
滑りし、転倒した 

２０歳代 １年未満 

交差点を左折する際、路面に積もった雪で
ハンドルを取られて転倒 

７０歳代 
１０年以上 
２０年未満 

災
害
事
例 訪問介護等で、自転車を使用して利用者宅への移動中での

災害も多く発生しています。他の車両との交通事故のほか、
路面の段差を越えられず自転車ごと転倒するといった事例
も発生しています。 

３ 災害原因及び再発防止結果の関係請負人を含めた労働者全 
  員への周知 

災害事例 

前屈や中腰姿勢での要介護者の抱え上げ等、動作の反動や無理な動作による災害のほとんどは、介護者の
サポート作業で発生しています。 

概 要 年齢 経験 

利用者を便座から車いすに移乗するため
身体を抱えて立ち上がった際、腰を捻った 

２０歳代 
５年以上 
１０年未満 

倒れた利用者を後ろから抱きかかえて引
き起こそうとした際に腰を痛めた 

６０歳代 １年未満 

利用者が転倒しそうになり、支えようと足
を出した際に、足首を捻挫した 

６０歳代 
１０年以上 
２０年未満 

災害防止対策のポイント 

災害防止対策のポイント 

 「建設業における職長及び安全衛生責任者の能力向上教育に準じた教育カ
リキュラム」（平成２９年２月）により再教育を実施しましょう。 

・交通ルールとマナーの教育 
・交差点における一時停止・安全確認の徹底 
・走行前の前照灯・ブレーキ等の点検実施 
・滑りやすい箇所を通行する際は、自転車から 
 降りる等、危険の事前回避行動 
・危険箇所を記した交通ヒヤリマップの作成  

・介護対象者の身体機能や動作能力の把握と介 
 助への協力のお願い 
・スライディングボードなど福祉用具の活用 
・作業人員や作業姿勢の見直し 
・温湿度や照明、段差等の作業環境の整備 
・作業前のストレッチや腰痛予防体操の導入 

もっと詳しく！ 

交通労働災害防止のためのガイドライン 

ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト 

全業種での労働災害でもっとも多い転倒災害。その増加抑止に向けた
さまざまな対策を紹介しています。 

ＳＴＯＰ！ 転倒 検索 

もっと詳しく！ 

交通労働災害防止のためのガイドライン 検索 

自動車等を使用する事業者向けに交通労働災害防止のために必要な配慮
を示したものです。 

もっと詳しく！ 職場における腰痛予防対策指針 

職場における腰痛予防対策指針 検索 

事業者による腰痛予防のための労働衛生管理の方法について示しています。 

見える化の例 
危険ステッカー標示 

段差を明りょう化 

扉の可動範囲 
を明示する 

スライディングボードを使用した車
椅子への移乗作業の例 

交通ヒヤリマップの例 

危険ステッカーの例 

科     目 時間 

職長等及び安全衛生責任者として行うべき
労働災害防止に関すること 

１２０分 

労働者に対する指導又は監督の方法に関す
ること 

６０分 

危険性又は有害性等の調査等に関すること ３０分 

グループ演習 １３０分 

○教育カリキュラムなど 

・職長等の職務に従事することとなっ
た後、概ね５年後 

・機械設備等に大幅な変更があったと
き 

２ リスクアセスメント結果の定期的な見直し（リスクレベルの再評価） 

職長 能力向上教育 検索 

 労働災害の発生や作業方法や作業手順の変更により、リスクに変化が生じ
た際など、定期的にリスクの見直し（リスクレベルの再評価）をしましょう。 

 労働災害が発生したときは、発生原因を調査して、再発防止対策を検討しま

しょう。また、検討結果については、関係労働者全員に周知しましょう。 

こんなときにリスク再評価をしましょう 

労働災害が発生した場合であって、過去の調査内容に問題がある場合 

前回の調査から一定期間が経過し、機械の経年劣化、労働者の入れ替わり等に
伴う安全衛生の知識経験の変化、新たな安全衛生の知見の集積等があった場合 

・労働災害が発生した場合であって、過去の調査内容に問題がある場合 

・前回の調査から一定期間が経過し、機械の経年劣化、労働者の入れ替わり等に伴う
安全衛生の知識経験の変化、新たな安全衛生の知見の集積等があった場合 

○こんなときは、リスクの再評価をしましょう 

○今年度は１２次防労働災害防止計画の最終年度です！ 

計画期間 
計画期間：平成２５年度を初年度と
し平成２９年度までの５カ年間 

○目標（東京局） 
・死亡災害：５３人を下回る 
・死傷災害：８０００人を下回る 
・建設業死亡：２０人を下回る 

◎最終年度 （平成２９年）重点対策概要（建設業における墜落・転落災害防止対策） 

① 足場からの墜落・転落を防止するため、注文者及び事業者による足場の点検の実
施、 
 足場の組立て・解体作業時における安全帯の使用について指導を行う。 
② はしご等からの墜落・転落を防止するため、はしご等の適正な選定及び使用方法に 
 ついて、指導を行う。 

○個別重点対策（建設業対策のみ抜粋） 
① 各段階に応じた安全衛生教育の実施（雇入れ時教育、職長教育、新規入職者教育、 
  職長及び安全衛生責任者の再教育など）。 
② ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会対策（構成員相互間での現場パト 
  ロール等）。 
③ 高所作業における作業床の確保、安全帯の使用徹底。墜落時の救出に時間を要す 
 る箇所での作業でのハーネス型安全帯の使用勧奨。 

○最終年度 （平成２９年）重点対策概要（建設業
における墜落・転落災害防止対策） 

・ 注文者及び事業者による足場の点検の実施、
足場の組立て・解体作業時における安全帯の使用。 
・ はしご等の適正な選定及び使用。 

○最終年度 （平成２９年）重点対策概要 
（建設業における墜落・転落災害防止対策） 
 ・注文者及び事業者による足場の点検の実施、足場組立 
 て、解体作業時における安全帯の使用。 
 ・はしご等の適正な選定及び使用。 

○個別重点対策（建設業対策のみ抜粋） 
 ・段階に応じた安全衛生教育の実施（雇入れ時 
 教育、職長教育、新規入職者教育、職長、安全 
 衛生責任者再教育など）。 
 ・２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大 
 会対策 
 ・高所作業における作業床の確保、安全帯使用 
 徹底。ハーネス型安全帯の使用勧奨。 東京労働局 １２次防 検索 

○現況（東京局） 
・死亡災害：３３人 
・死傷災害：５９４５人 
・建設業死亡：２０人 
＊９月末日現在 

「危険性又は有害性等の調査等に関する指針」より 


